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貸
借
対
照
表
は
、
令
和
４

年
３
月
31
日
現
在
の
資
産
、

負
債
、
基
本
金
等
の
状
況
を

前
年
度
末
と
対
比
さ
せ
て
表

示
し
て
い
る
。

⑴
資
産
の
部

　
資
産
の
部
で
は
、
固
定
資

産
が
、
前
年
度
末
よ
り
３
３

５
万
円
増
の
１
２
９
７
億
３

８
８
８
万
円
。こ
の
う
ち
、有

形
固
定
資
産
が
、建
物
、構
築

物
、機
械
装
置
、教
育
研
究
用

機
器
備
品
、
管
理
用
機
器
備

品
、車
両
、建
設
仮
勘
定
の
減

等
に
よ
り
、
前
年
度
末
よ
り

22
億
９
７
１
３
万
円
減
の
９

８
５
億
４
３
８
６
万
円
。
特

定
資
産
は
、
第
２
号
基
本
金

引
当
特
定
資
産
５
億
円
、
施

設
設
備
準
備
資
産
17
億
円
の

増
等
に
よ
り
、
前
年
度
末
よ

り
23
億
５
万
円
増
の
３
０
６

億
５
４
６
８
万
円
。
そ
の
他

の
固
定
資
産
は
、
教
職
員
貸

付
金
の
増
等
に
よ
り
、
前
年

度
末
よ
り
44
万
円
増
の
５
億

４
０
３
３
万
円
。
流
動
資
産

は
、
現
金
預
金
、
未
収
入
金
、

仮
払
金
の
減
等
で
、
前
年
度

末
よ
り
６
億
４
１
１
０
万
円

減
の
82
億
２
９
５
７
万
円
。

　
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
６
億
３
７
７
４
万

円
減
の
１
３
７
９
億
６
８
４

５
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑵
負
債
の
部

　
負
債
の
部
で
は
、
固
定
負

債
が
長
期
借
入
金
、
長
期
未

払
金
の
減
等
で
前
年
度
末
よ

り
４
億
７
９
６
４
万
円
減
の

１
３
３
億
５
６
７
万
円
。
流

動
負
債
は
、
短
期
未
払
金
、

預
り
金
の
減
等
で
前
年
度
末

よ
り
５
億
６
７
８
６
万
円
減

の
69
億
６
２
３
０
万
円
。

　
負
債
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
10
億
４
７
５
０
万

円
減
の
２
０
２
億
６
７
９
７

万
円
と
な
っ
て
い
る
。

⑶
純
資
産
の
部

　
純
資
産
の
部
で
は
、
基
本

金
が
前
年
度
末
よ
り
13
億
１

６
９
４
万
円
増
の
１
６
３
２

億
１
２
２
２
万
円
。
こ
の
う

ち
、
第
１
号
基
本
金
が
前
年

度
末
よ
り
８
億
１
６
８
８
万

円
増
の
１
５
７
７
億
４
３
５

３
万
円
。
第
２
号
基
本
金

は
、
前
年
度
末
よ
り
5
億
円

増
の
10
億
円
。
第
３
号
基
本

金
は
、
前
年
度
末
よ
り
５
万

円
増
の
27
億
５
４
６
８
万

円
。
第
４
号
基
本
金
は
、
前

年
度
末
よ
り
増
減
が
な
く
17

億
１
４
０
０
万
円
。
繰
越
収

支
差
額
は
、
翌
年
度
繰
越
収

支
差
額
が
事
業
活
動
収
支
計

算
書
の
同
科
目
と
同
一
の
４

５
５
億
１
１
７
４
万
円
の
支

出
超
過
。

　
純
資
産
の
部
合
計
は
、
前

年
度
末
よ
り
４
億
９
７
６
万

円
増
の
１
１
７
７
億
47
万
円

と
な
っ
て
い
る
。

　
事
業
活
動
収
支
計
算
書
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
（
学

校
法
人
の
負
債
と
な
ら
な
い

収
入
）
が
予
算
比
０
・
91
％

減
の
２
４
５
億
７
８
９
６
万

円
（
前
年
度
と
の
比
較
で
は

２
１
３
９
万
円
の
増
）。
事

業
活
動
支
出
計
は
、
予
算
比

０
・
53
％
減
の
２
４
１
億
６

９
２
０
万
円
（
前
年
度
と
の

比
較
で
は
１
億
５
６
７
９
万

円
の
減
）
と
な
り
、
基
本
金

組
入
前
当
年
度
収
支
差
額

は
、
４
億
９
７
６
万
円
と
な

っ
て
い
る
。
基
本
金
組
入
額

合
計
は
、
予
算
比
22
・
64
％

減
の
△
13
億
１
６
９
４
万
円

と
な
り
、
基
本
金
組
入
前
当

年
度
収
支
差
額
と
基
本
金
組

入
額
合
計
を
合
わ
せ
た
当
年

度
収
支
差
額
は
、
予
算
に
比

べ
支
出
超
過
の
額
が
24
・
22

％
減
の
△
９
億
７
１
７
万
円

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
前

年
度
繰
越
収
支
差
額
（
△
４

４
６
億
４
５
７
万
円
）
を
加

え
た
翌
年
度
繰
越
収
支
差
額

は
、
予
算
に
比
べ
支
出
超
過

の
額
が
０
・
63
％
減
の
４
５

５
億
１
１
７
４
万
円
と
な
っ

て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
の
内
訳

第
１
号
基
本
金
　
８
億
１
６

８
８
万
円
の
組
入
（
当
年
度

取
得
資
産
及
び
借
入
金
返
済

等
の
組
入
額
）

第
２
号
基
本
金
　
５
億
円
の

組
入
（
将
来
取
得
す
る
固
定

資
産
の
取
得
に
充
て
る
預
金

等
の
資
産
の
組
入
額
）

第
３
号
基
本
金
　
５
万
円
の

組
入
（
奨
学
基
金
等
の
組
入

額
）

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、

前
記
の
資
金
収
支
計
算
書
と

共
通
の
科
目
を
除
く
事
業
活

動
収
支
計
算
書
特
有
の
も
の

に
つ
い
て
説
明
。

⑴
経
常
収
支

　
①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
予

算
比
０
・
74
％
減
の
２
４
４

億
３
５
３
４
万
円
（
前
年
度

比
で
は
０
・
28
％
の
増
）
。

教
育
活
動
支
出
計
は
、
予
算

比
０
・
08
％
減
の
２
４
１

億
４
１
２
万
円
（
前
年
度

比
で
は
０
・
78
％
の
減
）

と
な
り
、
教
育
活
動
収
支
差

額
は
、
３
億
３
１
２
１
万
円

（
前
年
度
比
で
は
３
３
６
・

83
％
の
増
）と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
寄
付
金
は
、
施
設
設
備
寄

付
金
を
除
い
た
も
の
で
、
予

算
比
30
・
65
％
減
の
１
億

２
４
８
２
万
円
（
前
年
度

比
で
は
24
・
72
％
の
減
）。

専
修
大
学
・
石
巻
専
修
大

学
「
社
会
知
性
（Socio-

Intelligence

）
の
開
発
」

推
進
募
金
。

・
経
常
費
等
補
助
金
は
、
施

設
設
備
補
助
金
を
除
い
た
も

の
で
、
予
算
比
２
・
43
％
減

の
21
億
５
６
１
５
万
円
（
前

年
度
比
で
は
４
・
19
％
の

増
）。
こ
の
う
ち
国
庫
補
助

金
に
は
、
経
常
費
補
助
金
の

ほ
か
授
業
料
等
減
免
費
交
付

金
及
び
情
報
機
器
整
備
費
補

助
金
を
含
ん
で
い
る
。

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
人
件
費
は
、
予
算
比
０
・

46
％
増
の
１
４
４
億
８
１
８

０
万
円（
前
年
度
比
で
は
０
・

89
％
の
減
）。
退
職
給
与
引

当
金
繰
入
額
10
億
７
４
３
７

万
円
を
含
ん
で
い
る
。

・
教
育
研
究
経
費
は
、
予
算

比
０
・
85
％
減
の
81
億
５
０

７
６
万
円
（
前
年
度
比
で
は

０
・
20
％
の
減
）。
減
価
償

却
額
24
億
７
４
１
７
万
円
を

含
ん
で
い
る
。

・
管
理
経
費
は
、予
算
比
０
・

98
％
減
の
14
億
７
１
５
４
万

円
（
前
年
度
比
で
は
２
・
75

％
の
減
）。
減
価
償
却
額
２

億
２
５
８
９
万
円
を
含
ん
で

い
る
。

　
②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、

予
算
比
36
・
96
％
増
の
２
２

１
７
万
円
（
前
年
度
比
で
は

55
・
12
％
の
減
）。教
育
活
動

外
支
出
計
は
、
１
６
８
４
万

円
で
、
教
育
活
動
外
収
支
差

額
は
、
５
３
２
万
円
（
前
年

度
比
で
は
82
・
97
％
の
減
）

と
な
っ
て
い
る
。

　
③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教

育
活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ

せ
た
経
常
収
支
差
額
は
、
３

億
３
６
５
４
万
円
（
前
年
度

比
で
は
２
１
４
・
25
％
の

増
）
と
な
っ
て
い
る
。

⑵
特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
予
算
比

28
・
60
％
減
の
１
億
２
１
４

４
万
円（
前
年
度
比
で
は
13
・

22
％
の
減
）。
特
別
支
出
計

は
、
予
算
比
４
０
６
・
35
％

増
の
４
８
２
２
万
円
（
前
年

度
比
で
は
２
１
１
・
88
％
の

増
）
と
な
り
、
特
別
収
支
差

額
は
、
７
３
２
１
万
円
（
前

年
度
比
41
・
18
％
の
減
）
と

な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
資
産
売
却
差
額
は
、
予
算

ど
お
り
で
実
績
は
な
い
。

・
そ
の
他
の
特
別
収
入
の
科

目
別
の
内
訳
は
、
以
下
の
と

お
り
。

　
施
設
設
備
寄
付
金

 

１
０
７
３
万
円

　
受
贈
お
よ
び
編
入
図
書

 

９
５
８
９
万
円

　
そ
の
他
の
受
贈
資
産

 

１
４
８
１
万
円

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
資
産
処
分
差
額
は
、
施
設

処
分
差
額
が
予
算
比
１
２
０

７
・
48
％
増
の
３
９
４
９
万

円
、
設
備
処
分
差
額
は
、
予

算
比
34
・
24
％
増
の
８
７
３

万
円
と
な
っ
て
い
る
。

資
産
処
分
差
額
の
内
容
は
以

下
の
と
お
り
。

施
設
処
分
差
額

　
建
物
　
３
９
４
９
万
円

（
建
物
付
属
設
備
処
分
差
額
）

設
備
処
分
差
額

　
教
育
研
究
用
機
器
備
品

　
　
　
　
７
５
１
万
円

 

（
１
４
０
点
）

　
管
理
用
機
器
備
品

　
　
　
　
26
万
円
（
７
点
）

　
図
書
　
95
万
円

 

（
４
２
２
冊
）

　
収
入
の
部
で
は
、
当
年
度

収
入
合
計
が
予
算
比
０
・
90

％
減
の
２
４
７
億
４
９
８
４

万
円
（
前
年
度
比
で
は
０
・

84
％
の
減
）
と
な
り
、
前
年

度
繰
越
支
払
資
金
を
加
え
た

収
入
の
部
合
計
で
は
、
予
算

比
０
・
69
％
減
の
３
２
６
億

７
６
９
万
円
と
な
っ
て
い
る

（
前
年
度
比
で
は
３
・
21
％

の
増
）
。

　
支
出
の
部
で
は
、
当
年
度

支
出
合
計
が
予
算
比
１
・
32

％
減
の
２
５
２
億
４
７
８
万

円
（
前
年
度
比
で
は
６
・
19

％
の
増
）
で
、
翌
年
度
繰
越

支
払
資
金
は
、
翌
年
度
の
収

入
と
な
る
前
受
金
収
入
を
含

み
74
億
２
９
１
万
円
と
な
っ

て
い
る
（
前
年
度
比
で
は
５
・

79
％
の
減
）
。

⑴
収
入
の
部

　
①
学
生
生
徒
等
納
付
金
収

入
は
、
予
算
比
０
・
01
％
増

の
１
９
７
億
８
０
４
万
円

（
前
年
度
比
で
は
０
・
30
％

の
増
）
。
最
終
在
籍
者
数
が

専
修
大
学
で
１
万
７
０
０
９

人
、
石
巻
専
修
大
学
で
１
３

５
５
人
と
な
り
、
全
体
で
は

１
万
８
３
６
４
人
。
最
終
在

籍
者
数
は
、
前
年
度
と
比

べ
、
全
体
で
２
７
４
人
の
減

と
な
っ
て
い
る
。

　
②
手
数
料
収
入
は
、
予
算

比
９
・
10
％
減
の
10
億
６
８

８
２
万
円
（
前
年
度
比
で
は

０
・
88
％
の
増
）。
こ
の
う

ち
、
入
学
検
定
料
収
入
は
、

予
算
比
８
・
93
％
減
の
10
億

３
９
１
３
万
円
（
前
年
度
比

で
は
０
・
89
％
の
増
）。
入

学
志
願
者
数
が
予
算
と
比
べ

専
修
大
学
で
５
８
４
８
人
の

減
、
石
巻
専
修
大
学
で
１
１

６
人
の
増
と
な
っ
て
い
る
。

　
③
寄
付
金
収
入
は
、
予

算
比
32
・
22
％
減
の
１
億

３
５
５
６
万
円
（
前
年
度

比
で
は
23
・
99
％
の
減
）。

専
修
大
学
・
石
巻
専
修
大

学
「
社
会
知
性
（Socio-

Intelligence

）
の
開
発
」

推
進
募
金
の
募
集
を
行
っ
て

い
る
。

　
④
補
助
金
収
入
は
、
予
算

比
２
・
43
％
減
の
21
億
５
６

１
５
万
円
（
前
年
度
比
で
は

４
・
19
％
の
増
）。
こ
の
う

ち
、
国
庫
補
助
金
収
入
は
、

予
算
比
２
・
48
％
減
の
21
億

４
２
６
７
万
円
（
前
年
度
比

で
は
４
・
23
％
の
増
）
で
、

経
常
費
補
助
金
の
ほ
か
、
授

業
料
等
減
免
費
交
付
金
及
び

情
報
機
器
整
備
費
補
助
金
を

含
ん
で
い
る
。

　
⑤
資
産
売
却
収
入
は
、
計

上
額
な
し
。

　
⑥
付
随
事
業
・
収
益
事
業

収
入
は
、
予
算
比
６
・
68
％

減
の
５
億
４
９
７
１
万
円

（
前
年
度
比
で
は
17
・
74
％

の
増
）。
差
異
は
、
留
学
及

び
各
種
国
際
交
流
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
中
止
、
国
際
交
流
会
館

利
用
者
、
各
セ
ミ
ナ
ー
ハ
ウ

ス
利
用
者
、
石
巻
通
学
サ
ポ

ー
ト
バ
ス
利
用
者
の
減
等
に

よ
る
。

　
⑦
受
取
利
息
・
配
当
金
収

入
は
、
予
算
比
36
・
96
％
増

の
２
２
１
７
万
円
（
前
年
度

比
で
は
55
・
12
％
の
減
）。

こ
の
う
ち
、
そ
の
他
の
受
取

利
息
・
配
当
金
収
入
は
、
予

算
比
37
・
09
％
増
の
２
２
１

１
万
円（
前
年
度
比
で
は
54
・

98
％
の
減
）。
差
異
は
、
銀

行
預
金
利
息
の
増
。

　
⑧
雑
収
入
は
、予
算
比
９
・

40
％
増
の
８
億
２
７
７
５
万

円
（
前
年
度
比
で
は
13
・
62

％
の
減
）。
差
異
は
、
大
学

施
設
等
の
貸
出
、
退
職
金
財

団
交
付
金
、
科
学
研
究
費
補

助
金
間
接
経
費
、
関
東
学
生

陸
上
競
技
連
盟
東
京
箱
根
間

往
復
大
学
駅
伝
競
走
補
助

金
、
分
煙
環
境
整
備
協
賛

金
、
損
害
保
険
金
の
受
入
等

の
増
。

　
⑨
借
入
金
等
収
入
は
、
予

算
ど
お
り
で
実
績
は
な
い
。

　
⑩
前
受
金
収
入
は
、
令
和

４
年
度
入
学
者
の
入
学
手
続

時
に
お
け
る
納
入
学
費
（
翌

年
度
の
学
生
生
徒
等
納
付
金

収
入
と
な
る
。）
で
、
37
億

７
６
１
３
万
円
。

　
⑪
そ
の
他
の
収
入
は
、
前

期
末
未
収
入
金
収
入
、
貸
付

金
回
収
収
入
、
仮
払
金
回
収

収
入
、
敷
金･

保
証
金
回
収

収
入
で
７
億
８
３
９
４
万

円
。
ま
た
、
資
金
収
入
調
整

勘
定
（
収
入
の
振
替
控
除
科

目
）
は
、
期
末
未
収
入
金
及

び
前
期
末
前
受
金
で
△
42
億

７
８
４
８
万
円
と
な
っ
て
い

る
。

⑵
支
出
の
部

　
①
人
件
費
支
出
は
、
予
算

比
０
・
62
％
増
の
１
４
４
億

１
８
２
４
万
円
（
前
年
度
比

で
は
１
・
46
％
の
減
）。
職

員
人
件
費
及
び
退
職
金
等
の

増
に
よ
る
。

　
②
教
育
研
究
経
費
支
出

は
、
予
算
比
１
・
26
％
減
の

56
億
７
６
５
９
万
円
（
前
年

度
比
で
は
０
・
78
％
の
増
）。

予
算
比
増
減
の
主
な
も
の
の

決
算
額
、
要
因
等
は
以
下
の

と
お
り
。

・
図
書
資
料
費
支
出
‥
１
億

７
２
０
７
万
円
（
１
１
２
０

万
円
の
減
）

　
雑
誌
出
版
減
及
び
納
品
遅

延
等
に
よ
る
。

・
光
熱
水
費
支
出
‥
５
億
７

３
４
６
万
円
（
２
４
２
３
万

円
の
増
）

　
電
気
及
び
ガ
ス
使
用
量
の

増
、
重
油
・
灯
油
等
燃
料
費

値
上
げ
に
よ
る
増
。

・
旅
費
交
通
費
支
出
‥
７
４

１
９
万
円
（
７
２
６
１
万
円

の
減
）

　
学
生
通
学
バ
ス
利
用
者
、

ゼ
ミ
ナ
ー
ル
合
宿
、
学
会
補

助
費
、
教
員
個
人
研
究
、
在

外
研
究
、
研
究
助
成
、
受
託

研
究
旅
費
等
の
減
。

・
奨
学
費
支
出
‥
15
億
２
０

７
２
万
円
（
２
０
９
０
万
円

の
減
）

　
新
型
コ
ロ
ナ
緊
急
支
援
学

費
減
免
奨
学
生
、
育
友
会
奨

学
生
、
家
計
急
変
奨
学
生
等

の
減
。

・
修
繕
費
支
出
‥
１
億
４
２

８
６
万
円
（
５
５
２
９
万
円

の
増
）

　
神
田
校
舎
消
防
設
備
修

理
、
神
田
１
号
館
湧
水
ポ
ン

プ
修
理
、
神
田
１
号
館
機
械

室
天
井
修
理
、
神
田
１
・
２

号
館
給
水
管
更
新
、
神
田
２

号
館
教
室
電
動
ス
ク
リ
ー
ン

修
理
、
神
田
６
号
館
国
際
会

議
室
照
明
修
理
、
神
田
７
号

館
増
圧
給
水
ポ
ン
プ
修
理
、

神
田
８
号
館
増
圧
給
水
ポ
ン

プ
修
理
、
神
田
８
号
館
空
調

設
備
修
理
、
生
田
９
号
館
図

書
館
照
明
及
び
電
動
書
架
修

理
、
図
書
館
生
田
分
館
外
壁

漏
水
補
修
、
生
田
第
一
体
育

寮
洗
濯
乾
燥
室
復
旧
、
富
士

山
中
湖
セ
ミ
ナ
ー
ハ
ウ
ス
給

水
ポ
ン
プ
交
換
、
石
巻
３
号

館
及
び
森
口
記
念
館
自
動
ド

ア
修
理
、
緊
急
地
震
速
報
端

末
切
替
工
事
等
の
増
。

・
委
託
費
支
出
‥
15
億
７
３

２
万
円
（
２
２
２
２
万
円
の

減
）

　
会
計
士
講
座
、
公
務
員
試

験
講
座
、
学
生
通
学
バ
ス
運

行
、
図
書
館
閲
覧
業
務
、
教

育
事
務
所
管
人
材
派
遣
等
の

減・
謝
礼
費
支
出
‥
７
６
０
０

万
円（
１
６
１
９
万
円
の
減
）

　
専
修
大
学
入
門
ゼ
ミ
ナ
ー

ル
講
師
料
、
専
門
科
目
講
師

料
、
融
合
領
域
科
目
講
師

料
、
国
際
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム

講
師
料
、
各
種
課
外
講
座
講

師
料
、
受
託
研
究
、
教
育
実

習
謝
礼
、
石
巻
教
員
個
人
研

究
費
使
用
額
等
の
減
。

　
③
管
理
経
費
支
出
は
、
予

算
比
１
・
17
％
減
の
12
億
４

５
６
５
万
円
（
前
年
度
比
で

は
２
・
59
％
の
減
）。

　
予
算
比
増
減
の
主
な
も
の

の
決
算
額
、
要
因
等
は
以
下

の
と
お
り
。

・
委
託
費
支
出
‥
４
億
５
７

６
５
万
円
（
１
８
１
７
万
円

の
減
）

　
ニ
ュ
ー
ス
専
修
発
送
、
管

理
事
務
所
管
人
材
派
遣
、
体

育
寮
給
食
業
務
委
託
費
等
の

減
。

・
公
租
公
課
支
出
‥
５
４
２

２
万
円
（
１
５
１
３
万
円
の

増
）

　
消
費
税
等
確
定
申
告
額
等

の
増
。

　
④
借
入
金
等
利
息
支
出

は
、
予
算
ど
お
り
で
１
６
８

４
万
円
。

　
⑤
借
入
金
等
返
済
支
出

は
、
予
算
ど
お
り
の
返
済
で

４
億
７
７
７
万
円
。

　
⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
予

算
比
０
・
48
％
増
の
１
億
４

５
６
２
万
円
（
前
年
度
比
で

は
28
・
85
％
の
増
）。

〔
主
な
施
設
等
整
備
事
項
〕

専
修
大
学

〔１〕
神
田
１
｜

３
号
館
非
常
用

発
電
機
他
更
新
工
事
〔2〕
生
田

９
号
館
中
央
監
視
設
備
更
新

工
事
〔3〕
生
田
９
号
館
蒸
発
水

量
計
測
用
排
水
メ
ー
タ
ー
設

置
工
事
〔4〕
生
田
10
号
館
無
停

電
電
源
装
置
更
新
工
事

石
巻
専
修
大
学

〔１〕
本
館
教
員
室
空
調
機
更
新

工
事
〔2〕
２
号
館
実
験
室
空
調

機
更
新
工
事

　
⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
予

算
比
13
・
55
％
減
の
１
億
９

４
８
３
万
円
（
前
年
度
比
で

は
65
・
93
％
の
減
）。

　
こ
の
う
ち
、
教
育
研
究
用

機
器
備
品
支
出
は
、
予
算
比

25
・
76
％
増
の
１
億
１
６
５

５
万
円
で
、
差
異
は
、
神
田

８
号
館
教
材
準
備
室
丁
合

機
、
生
田
10
号
館
掲
示
板
、

生
田
10
号
館
テ
ラ
ス
喫
煙
場

所
パ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
、
社
会

調
査
自
習
室
椅
子
、
生
田
第

一
体
育
寮
ガ
ス
乾
燥
機
、
伊

勢
原
体
育
寮
湯
沸
器
購
入

等
の
増
、
教
員
個
人
研
究

費
、
研
究
助
成
費
、
受
託
研

究
費
、
奨
学
寄
付
、
科
学
研

究
費
間
接
経
費
使
用
額
等
の

増
。

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
予

算
比
８
・
00
％
減
の
23
億
５

万
円
。
第
２
号
基
本
金
引
当

特
定
資
産
繰
入
支
出
が
５
億

円
、
第
３
号
基
本
金
引
当
特

定
資
産
繰
入
支
出
が
５
万

円
、
退
職
給
与
引
当
資
産
繰

入
支
出
が
５
０
０
０
万
円
、

法
人
基
金
準
備
資
産
繰
入
支

出
が
５
０
０
０
万
円
、
施
設

設
備
準
備
資
産
繰
入
支
出
が

17
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
貸

付
金
支
払
支
出
、
前
期
末
未

払
金
支
払
支
出
、
預
り
金
支

払
支
出
、
前
払
金
支
払
支
出

で
19
億
４
８
６
１
万
円
。
予

備
費
の
使
用
額
は
な
い
。
ま

た
、
資
金
支
出
調
整
勘
定

（
支
出
の
振
替
控
除
科
目
）

は
、
期
末
未
払
金
及
び
前
期

末
前
払
金
で
△
11
億
４
９
４

５
万
円
。

資 金 収 支 計 算 書
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで （単位：円）

　収　入　の　部
科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 19,706,409,000 19,708,049,930 △　  1,640,930
手 数 料 収 入 1,175,852,000 1,068,827,261 107,024,739
寄 付 金 収 入 200,000,000 135,564,924 64,435,076
補 助 金 収 入 2,209,919,000 2,156,158,279 53,760,721
資 産 売 却 収 入 200,000,000 0 200,000,000
付随事業・収益事業収入 589,044,000 549,719,775 39,324,225
受 取 利 息・ 配 当 金 収 入 16,189,000 22,172,975 △　  5,983,975
雑 収 入 756,657,000 827,757,916 △　 71,100,916
借 入 金 等 収 入 0 0 0
前 受 金 収 入 3,583,721,000 3,776,138,000 △  192,417,000
そ の 他 の 収 入 762,948,000 783,942,281 △　 20,994,281

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 4,224,877,000 △ 4,278,489,088 53,612,088

当 年 度 収 入 合 計 24,975,862,000 24,749,842,253 226,019,747
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,857,848,728 7,857,848,728
収 入 の 部 合 計 32,833,710,728 32,607,690,981 226,019,747

　支　出　の　部
科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

人 件 費 支 出 14,329,497,000 14,418,249,723 △　 88,752,723
教 育 研 究 経 費 支 出 5,748,884,000 5,676,595,189 72,288,811
管 理 経 費 支 出 1,260,389,000 1,245,651,136 14,737,864
借 入 金 等 利 息 支 出 16,848,000 16,847,090 910
借 入 金 等 返 済 支 出 407,770,000 407,770,000 0
施 設 関 係 支 出 144,930,000 145,623,000 △　　　693,000
設 備 関 係 支 出 225,356,000 194,830,653 30,525,347
資 産 運 用 支 出 2,500,020,000 2,300,053,960 199,966,040
そ の 他 の 支 出 1,847,973,000 1,948,611,823 △　100,638,823

［ 予 　 備 　 費 ］ (　　　　0) 
150,000,000 150,000,000

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 1,089,619,000 △ 1,149,452,176 59,833,176
当 年 度 支 出 合 計 25,542,048,000 25,204,780,398 337,267,602
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 7,291,662,728 7,402,910,583 △　111,247,855
支 出 の 部 合 計 32,833,710,728 32,607,690,981 226,019,747

貸
借
対
照
表

３

事
業
活
動
収
支
計
算
書

２
学校法人
専修大学

令和３年度決算概要
学校法人専修大学の令和３年度事業報告・決算は、5月25日開催の理事会・評議員会で承認され、確定した。

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

学生生徒等納付金収入 19,708,049,930

手数料収入 1,068,827,261

特別寄付金収入 124,829,924

経常費等補助金収入 2,156,158,279

付随事業収入 549,719,775

雑収入 827,757,916

教育活動資金収入計 24,435,343,085

支
　
　
出

人件費支出 14,418,249,723

教育研究経費支出 5,676,595,189

管理経費支出 1,245,651,136

教育活動資金支出計 21,340,496,048

差引 3,094,847,037

調整勘定等 △　　　 28,484,651

教育活動資金収支差額 3,066,362,386

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収 

入
施設設備寄付金収入 10,735,000

施設整備等活動資金収入計 10,735,000

支
　
　
出

施設関係支出 145,623,000

設備関係支出 194,830,653

第２号基本金引当特定資産繰入支出 500,000,000

施設設備準備資産繰入支出 1,700,000,000

施設整備等活動資金支出計 2,540,453,653

差引 △　  2,529,718,653

調整勘定等 △　　  406,753,489

施設整備等活動資金収支差額 △　  2,936,472,142

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 129,890,244

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

貸付金回収収入 1,269,520

仮払金回収収入 20,558,661

敷金・保証金回収収入 71,000

小計 21,899,181

受取利息・配当金収入 22,172,975

その他の活動資金収入計 44,072,156

支
　
　
出

借入金等返済支出 407,770,000

第３号基本金引当特定資産繰入支出 53,960

退職給与引当資産繰入支出 50,000,000

法人基金準備資産繰入支出 50,000,000

貸付金支払支出 1,900,000

預り金支払支出 102,329,495

小計 612,053,455

借入金等利息支出 16,847,090

その他の活動資金支出計 628,900,545

差引 △　　　584,828,389

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 △　　　584,828,389

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） △　　　454,938,145
前年度繰越支払資金 7,857,848,728

翌年度繰越支払資金 7,402,910,583

活動区分資金収支計算書
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで（単位：円）

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

科　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異
学 生 生 徒 等 納 付 金 19,706,409,000 19,708,049,930 △ 　 1,640,930
手 数 料  1,175,852,000 1,068,827,261 107,024,739
寄 付 金 180,000,000 124,829,924 55,170,076
経 常 費 等 補 助 金 2,209,919,000 2,156,158,279 53,760,721
付 随 事 業 収 入 589,044,000 549,719,775 39,324,225
雑 収 入 756,657,000 827,757,916 △   71,100,916
教 育 活 動 収 入 計 24,617,881,000 24,435,343,085 182,537,915

事
業
活
動 

支
出
の
部

人 件 費 14,415,765,000 14,481,805,766 △　 66,040,766
教 育 研 究 経 費 8,220,582,000 8,150,769,756 69,812,244
管 理 経 費 1,486,130,000 1,471,549,021 14,580,979
徴 収 不 能 額 等 0 0 0
教 育 活 動 支 出 計 24,122,477,000 24,104,124,543 18,352,457
教 育 活 動 収 支 差 額 495,404,000 331,218,542 164,185,458

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

受 取 利 息・ 配 当 金 16,189,000 22,172,975 △ 　 5,983,975
その他の教育活動外収入 0 0 0
教 育 活 動 外 収 入 計 16,189,000 22,172,975 △ 　 5,983,975

事
業
活
動

支
出
の
部

借 入 金 等 利 息 16,848,000 16,847,090 910
その他の教育活動外支出 0 0 0
教 育 活 動 外 支 出 計 16,848,000 16,847,090 910
教 育 活 動 外 収 支 差 額 △　　659,000 5,325,885 △ 　 5,984,885

経 常 収 支 差 額 494,745,000 336,544,427 158,200,573

特
別
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

資 産 売 却 差 額 0 0 0
そ の 他 の 特 別 収 入 170,100,000 121,448,160 48,651,840
特 別 収 入 計 170,100,000 121,448,160 48,651,840

事
業
活
動

支
出
の
部

資 産 処 分 差 額 9,525,000 48,229,793 △　 38,704,793
そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0
特 別 支 出 計 9,525,000 48,229,793 △   38,704,793
特 別 収 支 差 額 160,575,000 73,218,367 87,356,633

[ 予  　 備 　  費 ] (　　　　0) 
150,000,000

150,000,000

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額 505,320,000 409,762,794 95,557,206
基 本 金 組 入 額 合 計 △  1,702,459,000 △  1,316,940,425 △  385,518,575
当 年 度 収 支 差 額 △  1,197,139,000 △ 　 907,177,631 △  289,961,369
前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 44,604,571,000 △ 44,604,570,173 △　　　 　 827
基 本 金 取 崩 額 0 0 0
翌 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 45,801,710,000 △ 45,511,747,804 △  289,962,196

(参考)
事 業 活 動 収 入 計 24,804,170,000 24,578,964,220 225,205,780
事 業 活 動 支 出 計 24,298,850,000 24,169,201,426 129,648,574

事 業 活 動 収 支 計 算 書
令和3年4月1日から令和4年3月31日まで （単位：円）

備考 １．教育活動収支の事業活動収入の部「寄付金」は施設設備寄付金を除く。
　　　 ２．教育活動収支の事業活動支出の部「人件費」には退職給与引当金繰入額を含み、
　　　 　　「教育研究経費」と「管理経費」には、それぞれ減価償却額を含む。

比 率 算　式（×100） 平成28年度
決　算

平成29年度
決　算

平成30年度
決　算

令和元年度
決　算

令和２年度
決　算

令和３年度
決　算

人 件 費
比 率

人 件 費
経 常 収 入

60.85％

（53.6％）

59.93％

（53.8％）

59.32％

（53.0％）

61.70％

（53.2％）

59.84％

（51.8％）

59.21％

人 件 費
依 存 率

人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

71.72％

（72.8％）

70.96％

（71.9％）

71.28％

（70.9％）

75.31％

（70.8％）

74.37％

（69.6％）

73.48％

教 育 研 究
経 費 比 率

教 育 研 究 経 費
経 常 収 入

29.97％

（33.0％）

29.27％

（33.3％）

28.87％

（33.4％）

32.54％

（33.5％）

33.45％

（35.2％）

33.33％

管 理 経 費
比 率

管 理 経 費
経 常 収 入

7.36％

（9.0％）

6.88％

（8.8％）

6.75％

（8.8％）

7.27％

（8.9％）

6.20％

（8.2％）

6.02％

事業活動収支
差 額 比 率

基 本 金 組 入 前
当 年 度 収 支 差 額
事 業 活 動 収 入

1.95％

（4.9％）

4.46％

（4.9％）

5.39％

（4.6％）

△1.30％

（4.7％）

0.94％

（5.2％）

1.67％

主　要　財　務　比　率

備考 １．経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

　　　２．（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く大学法人平均値を示す。

貸 借 対 照 表
令和4年3月31日 （単位：円）

資　　産　　の　　部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
固 定 資 産 129,738,882,850 129,735,523,460 3,359,390

有 形 固 定 資 産 98,543,865,311 100,841,000,743 △2,297,135,432
土 地 35,511,355,163 35,511,355,163 0
建 物 41,396,966,565 43,162,166,916 △1,765,200,351
構 築 物 1,723,799,808 1,892,432,700 △　168,632,892
機 械 装 置 110,395,490 119,920,190 △　　9,524,700
教育研究用機器備品 1,934,929,214 2,438,232,447 △　503,303,233
管 理 用 機 器 備 品 205,911,651 222,004,264 △　 16,092,613
図 書 17,654,309,548 17,485,139,416 169,170,132
車 両 6,197,872 7,219,647 △　　1,021,775
建 設 仮 勘 定 0 2,530,000 △　　2,530,000

特 定 資 産 30,654,683,655 28,354,629,695 2,300,053,960
第２号基本金引当特定資産 1,000,000,000 500,000,000 500,000,000
第３号基本金引当特定資産 2,754,683,655 2,754,629,695 53,960
退職給与引当資産 4,050,000,000 4,000,000,000 50,000,000
法人基金準備資産 6,950,000,000 6,900,000,000 50,000,000
施設設備準備資産 15,900,000,000 14,200,000,000 1,700,000,000

その他の固定資産 540,333,884 539,893,022 440,862
電 話 加 入 権 17,322,081 17,322,081 0
温 泉 利 用 権 7,000,000 7,000,000 0
有 価 証 券 513,887,015 513,887,015 0
教 職 員 貸 付 金 884,788 372,926 511,862
敷 金・ 保 証 金 1,240,000 1,311,000 △　　　 71,000

流 動 資 産 8,229,571,830 8,870,677,581 △　641,105,751
現 金 預 金 7,402,910,583 7,857,848,728 △　454,938,145
未 収 入 金 590,972,088 762,043,100 △　171,071,012
仮 払 金 141,284,260 161,842,921 △　 20,558,661
前 払 金 93,467,227 88,123,778 5,343,449
短 期 貸 付 金 937,672 819,054 118,618

資 産 の 部 合 計 137,968,454,680 138,606,201,041 △　637,746,361

負　　債　　の　　部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
固 定 負 債 13,305,671,676 13,785,316,278 △ 　479,644,602

長 期 借 入 金 3,773,240,000 4,181,010,000 △ 　407,770,000
長 期 未 払 金 319,855,568 455,286,213 △ 　135,430,645
退 職 給 与 引 当 金 9,212,576,108 9,149,020,065 63,556,043

流 動 負 債 6,962,308,146 7,530,172,699 △ 　567,864,553
短 期 借 入 金 407,770,000 407,770,000 0
短 期 未 払 金 1,200,243,737 1,754,399,795 △ 　554,156,058
前 受 金 3,776,138,000 3,687,517,000 88,621,000
預 り 金 1,578,156,409 1,680,485,904 △ 　102,329,495

負 債 の 部 合 計 20,267,979,822 21,315,488,977 △ 1,047,509,155
純　 資　 産　 の　 部
科 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減
基 本 金 163,212,222,662 161,895,282,237 1,316,940,425

第 １ 号 基 本 金 157,743,539,007 156,926,652,542 816,886,465
第 ２ 号 基 本 金 1,000,000,000 500,000,000 500,000,000
第 ３ 号 基 本 金 2,754,683,655 2,754,629,695 53,960
第 ４ 号 基 本 金 1,714,000,000 1,714,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 △45,511,747,804 △ 44,604,570,173 △　　907,177,631
翌年度繰越収支差額 △ 45,511,747,804 △ 44,604,570,173 △　　907,177,631

純 資 産 の 部 合 計 117,700,474,858 117,290,712,064 409,762,794
負債及び純資産の部合計 137,968,454,680 138,606,201,041 △　　637,746,361

事業活動収支決算科目別構成

事業活動支出計
24,169,201千円

人件費
59.9％

教育研
究経費
33.7％

管理経費
6.1％

資産処分差額
0.2％

借入金等利息
0.1％

その他の
特別支出
0.0％

事業活動収入計
24,578,964千円

学生生徒等納付金
80.2％

手数料
4.3％

寄付金
0.5％

経常費等
補助金
8.8％

付随事業収入
2.2％

雑収入
3.4％

資産売却差額
0.0％

その他の
特別収入
0.5％

受取利息・配当金
0.1％

資
金
収
支
計
算
書

１

　
本
学
は
、
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
「
社
会
知
性
の
開

発
」
を
達
成
す
る
た
め
に
「
学
生
を
基
本
に
据
え

た
大
学
づ
く
り
」
を
大
学
運
営
の
基
本
理
念
に
掲

げ
、
社
会
の
屋
台
骨
を
支
え
る
有
為
な
人
材
の
育

成
に
努
め
る
と
と
も
に
、
骨
太
の
大
学
改
革
に
取

り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
令
和
３
年
度
か
ら
令
和
７
年
度
ま
で
の
５
年

間
に
つ
い
て
は
、「
学
校
法
人
専
修
大
学
中
期
計

画
」
に
お
い
て
注
力
す
る
「
計
画
の
柱
」
を
「
専

修
大
学
」「
石
巻
専
修
大
学
」「
学
校
法
人
専
修
大

学
」
の
そ
れ
ぞ
れ
に
設
定
し
、
そ
の
下
に
具
体
的

に
取
組
む
「
行
動
計
画
」
を
設
け
て
い
ま
す
。
ま

た
、
事
業
計
画
に
お
い
て
は
、
中
期
計
画
に
よ
る

各
事
業
を

｢

重
点
施
策｣

と
位
置
付
け
る
な

ど
、
そ
れ
ぞ
れ
の
計
画
の
連
関
性
を
よ
り
明
確
に

し
て
事
業
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
令
和
３
年
度
は
、
専
修
大
学
と
石
巻
専
修
大
学

が
創
立
１
４
０
周
年
記
念
事
業
、
創
立
30
周
年
記

念
事
業
と
し
て
取
り
組
ん
で
き
た
各
学
部
の
教
育

改
革
、
学
部
学
科
の
再
編
、
さ
ら
に
神
田
キ
ャ
ン

パ
ス
の
拡
張
整
備
な
ど
の
成
果
を
社
会
に
示
す
た

め
の
第
一
歩
を
踏
み
出
す
年
に
な
り
ま
し
た
。

　
一
方
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染

拡
大
は
、
今
年
も
大
学
の
諸
活
動
に
影
響
を
及
ぼ

し
ま
し
た
。
し
か
し
、
本
学
教
職
員
の
尽
力
と
学

生
の
理
解
・
協
力
を
得
て
、
様
々
な
対
策
や
工
夫

を
講
じ
る
こ
と
で
本
学
キ
ャ
ン
パ
ス
内
の
安
全
を

確
保
し
な
が
ら
、
教
育
・
研
究
活
動
の
機
能
を
維

持
し
「
社
会
知
性
の
開
発
」
に
向
け
た
活
動
が
継

続
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
３
月
に
は
専
修
大
学
及
び

石
巻
専
修
大
学
に
お
い
て
、
昨
年
度
に
続
き
、
感

染
症
対
策
を
徹
底
し
た
上
で
２
部
制
に
よ
る
卒
業

式
・
学
位
記
与
式
を
挙
行
で
き
ま
し
た
。

　
令
和
３
年
度
の
事
業
に
つ
い
て
、
専
修
大
学
で

は
、
学
生
の
目
覚
ま
し
い
活
躍
が
あ
り
ま
し
た
。

陸
上
競
技
部
が
２
年
連
続
70
回
目
の
箱
根
駅
伝
へ

の
出
場
を
決
め
ま
し
た
。
さ
ら
に
北
京
五
輪
で
は

３
年
次
生
の
森
重
航
君
が
ス
ピ
ー
ド
ス
ケ
ー
ト
５

０
０
ｍ
で
銅
メ
ダ
ル
を
獲
得
し
ま
し
た
。
在
学
生

の
メ
ダ
ル
獲
得
は
28
年
ぶ
り
で
す
。
難
関
国
家
試

験
で
あ
る
国
家
公
務
員
採
用
総
合
職
試
験
、
公
認

会
計
士
試
験
、
司
法
試
験
な
ど
に
多
数
の
合
格
者

を
輩
出
し
ま
し
た
。
と
り
わ
け
国
税
専
門
官
採
用

試
験
で
は
、
２
年
連
続
し
て
１
０
０
名
以
上
の
合

格
者
が
出
る
な
ど
支
援
の
成
果
が
顕
著
に
表
れ
て

い
ま
す
。

　
教
学
面
の
改
革
で
は
、「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５

・
０
」
時
代
の
到
来
を
見
据
え
て
数
理
・
デ
ー
タ

サ
イ
エ
ン
ス
・
Ａ
Ｉ
を
理
解
し
活
用
す
る
能
力
を

育
成
す
る
「
Ｓ
ｉ
デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
教
育
プ
ロ

グ
ラ
ム
」
の
構
築
に
も
取
り
組
み
ま
し
た
。
同
プ

ロ
グ
ラ
ム
は
令
和
４
年
度
の
入
学
生
か
ら
全
学
部

で
始
動
し
ま
す
。

　
石
巻
専
修
大
学
で
は
「
石
巻
専
修
大
学
中
長
期

ビ
ジ
ョ
ン
」
に
対
す
る
具
体
的
な
行
動
計
画
が
随

時
実
行
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
経
営
学
部
で
は
、
経

営
学
部
情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
科
が
開
設
さ
れ
、

４
月
か
ら
新
学
科
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
理
工

学
部
で
は
、
理
工
学
部
改
組
に
向
け
た
各
種
手
続

き
を
完
了
し
、
令
和
４
年
度
か
ら
当
該
学
部
は
、

生
物
科
学
科
、
機
械
工
学
科
、
情
報
電
子
工
学
科

の
３
学
科
体
制
で
再
始
動
し
ま
す
。
ま
た
、
ス
ポ

ー
ツ
で
は
、
女
子
競
走
部
が
第
39
回
全
日
本
大
学

女
子
駅
伝
対
校
選
手
権
大
会
に
４
年
連
続
で
６
回

目
の
出
場
を
果
た
し
ま
し
た
。
硬
式
野
球
部
が
南

東
北
大
学
野
球
連
盟 

春
季
１
部
リ
ー
グ
戦
で
優

勝
し
、
第
70
回
全
国
大
学
選
手
権
記
念
大
会
に
出

場
し
ま
し
た
。

　
今
日
の
社
会
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
少
子
高
齢

化
、
ロ
ボ
ッ
ト
や
Ａ
Ｉ
の
進
化
、
産
業
・
就
業
構

造
の
変
容
、
さ
ら
に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
世
界
的
流
行
に
よ
り
、
人
々
の
暮
ら
し

や
働
き
方
に
大
き
な
変
化
が
生
じ
、
こ
れ
ま
で
の

常
識
が
通
用
し
な
い
、
将
来
予
測
が
困
難
な
時
代

を
迎
え
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
時
代
に
お
い

て
、
本
学
が
目
指
す
21
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
「
社
会
知

性
」
を
身
に
つ
け
た
人
材
が
必
要
不
可
欠
で
す
。

　
専
修
大
学
及
び
石
巻
専
修
大
学
は
、
社
会
か
ら

の
期
待
に
応
え
、
新
た
な
時
代
を
担
う
人
材
を
育

成
す
る
た
め
に
、
創
立
以
来
の
歴
史
と
伝
統
を
受

け
継
ぎ
、
さ
ら
な
る
発

展
を
目
指
し
て
ま
い
り

ま
す
。（
令
和
３
年
度

事
業
報
告
書
の
詳
細
は

公
式
Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー
ジ
を

ご
覧
く
だ
さ
い
。）

事
業
報
告
概
要




